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復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月23日 設置の有無： 平成27年2月時点
（単位：千円）

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

(11,000) (11,000) (1,000) (10,000)

0 0 0 0

＜11,000＞ ＜11,000＞ ＜1,000＞ ＜10,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(1,233,290) (1,233,290) (61,000) (780,000) (392,290)

0 0 0 0 0

＜1,233,290＞ ＜1,233,290＞ ＜0＞ ＜61,000＞ ＜780,000＞ ＜0＞ ＜392,290＞

(7,000,000) (6,125,000) (5,500,000) (1,500,000)

0 0 0 0

＜7,000,000＞ ＜6,125,000＞ ＜0＞ ＜5,500,000＞ ＜1,500,000＞ ＜0＞ ＜0＞

(1,393,100) (1,393,100) (1,393,100)

0 0 0

＜1,393,100＞ ＜1,393,100＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜1,393,100＞ ＜0＞ ＜0＞

(1,183,000) (1,183,000) (1,183,000)

0 0 0

＜1,183,000＞ ＜1,183,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜1,183,000＞ ＜0＞ ＜0＞

(138,211) (138,211) (4,950) (20,100) (44,372) (68,789)

0 0 0 0 0

＜138,211＞ ＜138,211＞ ＜4,950＞ ＜20,100＞ ＜44,372＞ ＜68,789＞ ＜0＞

(304,000) (304,000) (304,000)

0 0 0

＜304,000＞ ＜304,000＞ ＜0＞ ＜304,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(402,553) (322,042) (8,000) (92,000) (302,553)

0 0 0 0 0

＜402,553＞ ＜322,042＞ ＜0＞ ＜8,000＞ ＜92,000＞ ＜302,553＞ ＜0＞

(125,121) (125,121) (24,237) (100,884)

0 0 0 0

＜125,121＞ ＜125,121＞ ＜24,237＞ ＜100,884＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(77,776) (77,776) (11,652) (66,124)

0 0 0 0

＜77,776＞ ＜77,776＞ ＜11,652＞ ＜66,124＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(109,967) (109,967) (10,720) (99,247)

0 0 0 0

＜109,967＞ ＜109,967＞ ＜10,720＞ ＜99,247＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(157,814) (157,814) (47,316) (40,998) (28,000) (20,000) (21,500)

0 0 0 0 0 0 0

＜157,814＞ ＜157,814＞ ＜47,316＞ ＜40,998＞ ＜28,000＞ ＜20,000＞ ＜21,500＞

(303,000) (303,000) (133,000) (170,000)

0 0 0 0

＜303,000＞ ＜303,000＞ ＜133,000＞ ＜170,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(241,500) (241,500) (70,100) (171,400)

0 0 0 0

＜241,500＞ ＜241,500＞ ＜70,100＞ ＜171,400＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(74,420) (74,420) (21,170) (53,250)

0 0 0 0

＜74,420＞ ＜74,420＞ ＜21,170＞ ＜53,250＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

基金設置の時期：

交付
団体

1 埋蔵文化財発掘調査事業 塩竈市内 市 市 直接

全体事業
期間

（注６）

23 ～ 2741,000

2

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

3 塩竈市水産加工業施設整備等支援事業
新浜地区、中の島・
港町・北浜地区

市 市 直接 7,000,000 24 ～ 27

備　考（注７）

各年度の交付対象事業費　（注４）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（様式１－２）

直接 1,233,290 24 ～ 27

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接

4 伊保石地区災害公営住宅整備事業 伊保石地区 市 市 直接 1,393,100 25 ～ 26

5 錦町地区災害公営住宅整備事業 錦町地区 市 市 直接 1,183,000 25 ～ 26

6 朴島地区小規模住宅改良事業 浦戸朴島 市 市 直接 207,000 23 ～ 26

7 塩竈市造成宅地滑動崩落緊急対策事業
藤倉地区、青
葉ヶ丘地区

市 市 直接 304,000 24 ～

事業番号
（注１）

A

C

C

D

D

D

D

-

-

-

-

-

-

-

1

1

2

1

2

1

1

4 -

7 -

7 -

4 -

4 -

9 -

14 - 25

塩竈市魚市場整備事業 魚市場 市 市

23 ～ 25

塩竈市

8 D - 16 - 1 海岸通地区震災復興市街地再開発事業 海岸通地区 市 組合 直接 2,691,928 24 ～ 28

10 D

11 D - 17 - 3 藤倉地区都市再生事業計画案作成事業 藤倉地区 市 市 直接 109,967 23

9 D - 17 - 1 港町地区都市再生事業計画案作成事業 港町地区 市 市 直接 125,121

27

- 17 - 2 北浜地区都市再生事業計画案作成事業 北浜地区 市 市 直接 77,776 23 ～ 25

- 1 - 1 津波浸水地区下水道整備調査事業
新浜町地区、港
町地区、中の島
地区

市 市 直接 303,000 23 ～

～ 26

12 D - 20 - 1 復興まちづくり総合支援事業 津波浸水区域 市 市 直接 157,814 23 ～

県 市 間接 74,420 23 ～

26

14 C - 5 - 1 桂島地区漁業集落防災機能強化事業 浦戸桂島 県 市 間接 241,500 23 ～ 26

13 ◆ D - 21

2615 C - 5 - 2 野々島地区漁業集落防災機能強化事業 浦戸野々島

【他事業へ流用】（平成26年9月29日）
流用先：D-4-2 錦町地区災害公営住宅整備事業
流用額：35,820千円（国費：31,342千円）
流用後交付対象事業費：1,357,280千円（国費：1,187,620千
円）

【他事業から流用】（平成26年9月29日）
流用元：D-4-1 伊保石地区災害公営住宅整備事業
流用額：35,820千円（国費：31,342千円）
流用元：D-4-3 石堂地区災害公営住宅整備事業
流用額：391,700千円（国費342,737千円）
流用後交付対象事業費：1,610,520千円（国費：1,409,204千
円）

【他事業へ流用】（平成25年2月22日）
流用先：D-17-2 北浜地区都市再生事業計画案作成事業
流用額：18,060千円（国費：13,545千円）
流用後交付対象事業費：107,061千円（国費：80,295千円）

【他事業より流用】（平成25年2月22日）
流用元：D-17-1 港町地区都市再生事業計画案作成事業
流用額：18,060千円（国費：13,545千円）
流用後交付対象事業費：95,836千円（国費：71,877千円）

有



Ｖｏｌ．２

復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月23日 設置の有無： 平成27年2月時点
（単位：千円）

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

基金設置の時期：

交付
団体

全体事業
期間

（注６）

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

備　考（注７）

各年度の交付対象事業費　（注４）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（様式１－２）

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接
事業番号

（注１）

塩竈市

有

(127,700) (127,700) (41,050) (86,650)

0 0 0 0

＜127,700＞ ＜127,700＞ ＜41,050＞ ＜86,650＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(27,000) (27,000) (27,000)

0 0 0

＜27,000＞ ＜27,000＞ ＜0＞ ＜27,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(41,000) (41,000) (41,000)

0 0 0

＜41,000＞ ＜41,000＞ ＜0＞ ＜41,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(7,446) (7,446) (2,523) (1,559) (3,364)

0 0 0 0 0

＜7,446＞ ＜7,446＞ ＜0＞ ＜2,523＞ ＜1,559＞ ＜3,364＞ ＜0＞

(5,793,000) (5,793,000) (20,000) (80,000) (3,529,000) (2,164,000)

0 0 0 0 0 0

＜5,793,000＞ ＜5,793,000＞ ＜20,000＞ ＜80,000＞ ＜3,529,000＞ ＜0＞ ＜2,164,000＞

(694,000) (694,000) (8,000) (100,000) (192,000) (300,000) (94,000)

0 0 0 0 0 0 0

＜694,000＞ ＜694,000＞ ＜8,000＞ ＜100,000＞ ＜192,000＞ ＜300,000＞ ＜94,000＞

(391,700) (391,700) (391,700)

0 0 0

＜391,700＞ ＜391,700＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜391,700＞ ＜0＞ ＜0＞

(584,800) (584,800) (584,800)

0 0 0

＜584,800＞ ＜584,800＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜584,800＞ ＜0＞ ＜0＞

(592,693) (592,693) (377,400) (215,293)

0 0 0 0

＜592,693＞ ＜592,693＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜377,400＞ ＜215,293＞ ＜0＞

(426,628) (426,628) (299,710) (126,918)

0 0 0 0

＜426,628＞ ＜426,628＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜299,710＞ ＜126,918＞ ＜0＞

(584,377) (584,377) (72,000) (150,377) (362,000)

581,623 581,623 0 0 0 581,623

＜1,166,000＞ ＜1,166,000＞ ＜0＞ ＜72,000＞ ＜150,377＞ ＜362,000＞ ＜581,623＞

(14,200) (14,200) (14,200)

0 0 0

＜14,200＞ ＜14,200＞ ＜0＞ ＜14,200＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(26,660) (26,660) (26,660)

0 0 0

＜26,660＞ ＜26,660＞ ＜0＞ ＜26,660＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(22,400) (22,400) (22,400)

0 0 0

＜22,400＞ ＜22,400＞ ＜0＞ ＜22,400＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

16 C - 5 - 3 寒風沢地区漁業集落防災機能強化事業 浦戸寒風沢 県 市 間接 127,700 23 ～ 26

17 C - 6 - 1 野々島地区漁港施設機能強化事業 浦戸野々島 県 市 間接 27,000 24 ～

- 1 埋蔵文化財発掘調査事業 塩竈市全域 県 県 直接 7,446 24 ～

27

18 C - 6 - 2 寒風沢地区漁港施設機能強化事業 浦戸寒風沢 県 市 間接 41,000 24 ～ 27

県 県 直接 694,000 23 ～

26

20 D - 1 - 1 道路事業（市街地相互の接続道路） 八幡築港線(2) 県 県 直接 5,793,000 23 ～ 27

19 A - 4

27

22 D - 4 - 3 石堂地区災害公営住宅整備事業 石堂地区 市 市 直接 391,700 25 ～ 25

21 D - 1 - 2 道路事業（市街地相互の接続道路） 築港大通線

23 D - 4 - 4 桂島地区災害公営住宅整備事業 浦戸桂島地区 市 市 直接 584,800 25 ～

- 6 寒風沢地区災害公営住宅整備事業 浦戸寒風沢地区 市 市 直接 426,628 25 ～

27

24 D - 4 - 5 野々島地区災害公営住宅整備事業 浦戸野々島地区 市 市 直接 592,693 25 ～ 26

市 市 直接 14,200 24 ～

26

26 D - 21 - 1 藤倉二丁目地区下水道事業 藤倉二丁目地区 市 市 直接 1,166,000 24 ～ 27

25 D - 4

25

28 D - 1 - 4 西塩竈駅東口線道路事業 錦町地区 市 市 直接 26,660 24 ～ 26

27 D - 1 - 3 伊保石二号線道路事業 伊保石地区

29 D - 23 - 1
桂島地区防災集団移転促進事業（事業計画
策定費）

浦戸桂島 市 市 直接 22,400 24 ～ 25

【他市町村事業と併せて事業費を増額修正】（平成25年9
月）
関連事業：名取市A-4-1埋蔵文化財発掘調査事業
修正額：[H24]3,290千円（国費：2,467千円）
修正後交付対象事業費：8,213千円（国費：6,159千円）

【他事業へ流用】（平成26年9月29日）
流用先：D-4-2 錦町地区災害公営住宅整備事業
流用額：391,700千円（国費342,737千円）
流用後交付対象事業費：0千円（国費：0千円）

【他事業へ流用】（平成26年9月29日）
流用先：D-4-5 野々島地区災害公営住宅整備事業
流用額：28,081千円（国費：24,571千円）
流用先：D-4-6 寒風沢地区災害公営住宅整備事業
流用額：20,593千円（国費：18,018千円）
流用先：D-4-7 朴島地区災害公営住宅整備事業
流用額：9,360千円（国費：8,190千円）
流用後交付対象事業費：526,766千円（国費：460,921千円）

【他事業より流用】（平成26年9月29日）
流用元：D-4-4 桂島地区災害公営住宅整備事業
流用額：28,081千円（国費：24,571千円）
流用後交付対象事業費：620,774千円（国費：543,177千円）

【他事業より流用】（平成26年9月29日）
流用元：D-4-4 桂島地区災害公営住宅整備事業
流用額：20,593千円（国費：18,018千円）
流用後交付対象事業費：447,221千円（国費：391,317千円）

【他事業へ流用】（平成25年2月22日）
流用先：D-23-2 寒風沢地区防災集団移転促進事業（事業
計画策定費）
流用額：［H24］2,178千円（国費：1,634千円）
流用後交付対象事業費：20,222千円（国費：15,166千円）



Ｖｏｌ．２

復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月23日 設置の有無： 平成27年2月時点
（単位：千円）

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

基金設置の時期：

交付
団体

全体事業
期間

（注６）

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

備　考（注７）

各年度の交付対象事業費　（注４）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（様式１－２）

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接
事業番号

（注１）

塩竈市

有

(7,400) (7,400) (7,400)

0 0 0

＜7,400＞ ＜7,400＞ ＜0＞ ＜7,400＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(417,844) (417,844) (417,844)

353,452 353,452 0 353,452

＜771,296＞ ＜771,296＞ ＜0＞ ＜417,844＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜353,452＞

(3,894,832) (3,894,832) (481,067) (274,380) (3,139,385)

150,337 150,337 0 0 150,337

＜4,045,169＞ ＜4,045,169＞ ＜0＞ ＜481,067＞ ＜274,380＞ ＜0＞ ＜3,289,722＞

(436,200) (436,200) (436,200)

513,660 513,660 0 513,660

＜949,860＞ ＜949,860＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜436,200＞ ＜0＞ ＜513,660＞

(453,400) (453,400) (453,400)

471,600 471,600 0 471,600

＜925,000＞ ＜925,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜453,400＞ ＜0＞ ＜471,600＞

(756,000) (756,000) (756,000)

0 0 0

＜756,000＞ ＜756,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜756,000＞ ＜0＞ ＜0＞

(61,000) (61,000) (61,000)

0 0 0

＜61,000＞ ＜61,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜61,000＞ ＜0＞ ＜0＞

(166,000) (166,000) (166,000)

0 0 0

＜166,000＞ ＜166,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜166,000＞ ＜0＞ ＜0＞

(464,000) (464,000) (113,100) (350,900)

0 0 0 0

＜464,000＞ ＜464,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜113,100＞ ＜350,900＞ ＜0＞

(1,134,291) (1,134,291) (570,038) (564,253)

132,688 132,688 0 0 132,688

＜1,266,979＞ ＜1,266,979＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜570,038＞ ＜564,253＞ ＜132,688＞

(34,600) (34,600) (34,600)

0 0 0

＜34,600＞ ＜34,600＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜34,600＞ ＜0＞ ＜0＞

(56,600) (56,600) (56,600)

0 0 0

＜56,600＞ ＜56,600＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜56,600＞ ＜0＞ ＜0＞

(206,488) (206,488) (144,600) (61,888)

0 0 0 0

＜206,488＞ ＜206,488＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜144,600＞ ＜61,888＞ ＜0＞

(1,874,700) (1,874,700) (1,582,900) (291,800)

0 0 0 0

＜1,874,700＞ ＜1,874,700＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜1,582,900＞ ＜291,800＞ ＜0＞

(103,898) (103,898) (7,278) (96,620)

78,551 78,551 0 0 78,551

＜182,449＞ ＜182,449＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜7,278＞ ＜96,620＞ ＜78,551＞

- 1 - 1 漁業集落復興効果促進事業 塩竈市 市 市 直接 ～

30 D - 23 - 2
寒風沢地区防災集団移転促進事業（事業計
画策定費）

浦戸寒風沢 市 市 直接 7,400 24 ～ 25

市 市 直接 949,860 25 ～

32 ★ F - 2 - 1 - 1 市街地復興効果促進事業 塩竈市 市 市 直接 ～

31 ☆ F - 1

27

34 C - 5 - 5
野々島地区漁業集落防災機能強化事業（直
接補助分）

浦戸野々島 市 市 直接 925,000 25 ～ 27

33 C - 5 - 4
桂島地区漁業集落防災機能強化事業（直接
補助分）

浦戸桂島

35 C - 5 - 6
寒風沢地区漁業集落防災機能強化事業（直
接補助分）

浦戸寒風沢 市 市 直接 1,169,300 25 ～

- 4
寒風沢地区漁港施設機能強化事業（直接補
助分）

浦戸寒風沢 市 市 直接 166,000 25 ～

27

36 C - 6 - 3
野々島地区漁港施設機能強化事業（直接補
助分）

浦戸野々島 市 市 直接 61,000 25 ～ 27

市 市 直接 1,266,979 25 ～

27

38 D - 1 - 5 港町地区復興道路整備事業 港町地区 市 市 直接 464,000 25 ～ 26

37 C - 6

27

40 ◆ D - 4 - 1 - 1
伊保石地区災害公営住宅関連施設整備事
業

伊保石地区 市 市 直接 34,600 25 ～ 26

39 D - 1 - 6 新浜町杉の下線道路事業 藤倉地区

41 ◆ D - 4 - 2 - 1 錦町地区災害公営住宅関連施設整備事業 錦町地区 市 市 直接 56,600 25 ～

- 8 北浜地区災害公営住宅整備事業 北浜地区 市 市 直接 1,874,700 25 ～

26

42 D - 4 - 7 朴島地区災害公営住宅整備事業 浦戸朴島 市 市 直接 206,488 25 ～ 26

27

44 D - 5 - 1 災害公営住宅家賃低廉化事業
災害公営住宅整
備地区

市 市 直接 11,549,264 25 ～ 32

43 D - 4

【他事業より流用】（平成25年2月22日）
流用元 ：D-23-1桂島地区防災集団移転促進事業（事業計
画策定費）
流用額：［H24］2,178千円（国費：1,634千円）
流用後交付対象事業費：9,578千円（国費：7,184千円）

【他事業より流用】（平成26年9月29日）
流用元：D-4-4 桂島地区災害公営住宅整備事業
流用額：9,360千円（国費：8,190千円）
流用後交付対象事業費：215,848千円（国費：188,867千円）

平成25年度～平成48年度



Ｖｏｌ．２

復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月23日 設置の有無： 平成27年2月時点
（単位：千円）

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

基金設置の時期：

交付
団体

全体事業
期間

（注６）

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

備　考（注７）

各年度の交付対象事業費　（注４）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（様式１－２）

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接
事業番号

（注１）

塩竈市

有

(7,031) (7,031) (655) (6,376)

8,872 8,872 0 0 8,872

＜15,903＞ ＜15,903＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜655＞ ＜6,376＞ ＜8,872＞

(56,015) (56,015) (56,015)

0 0 0

＜56,015＞ ＜56,015＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜56,015＞ ＜0＞ ＜0＞

(192,000) (192,000) (192,000)

0 0 0

＜192,000＞ ＜192,000＞ ＜0＞ ＜192,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(1,560,124) (1,560,124) (575,616) (984,508)

102,950 102,950 0 0 102,950

＜1,663,074＞ ＜1,663,074＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜575,616＞ ＜984,508＞ ＜102,950＞

(641,198) (641,198) (79,366) (561,832)

100,938 100,938 0 0 100,938

＜742,136＞ ＜742,136＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜79,366＞ ＜561,832＞ ＜100,938＞

(1,298,000) (1,298,000) (600,000) (698,000)

2,674,200 2,674,200 0 0 2,674,200

＜3,972,200＞ ＜3,972,200＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜600,000＞ ＜698,000＞ ＜2,674,200＞

(1,214,094) (1,214,094) (400,000) (600,000) (214,094)

0 0 0 0 0

＜1,214,094＞ ＜1,214,094＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜400,000＞ ＜600,000＞ ＜214,094＞

(4,714,322) (4,714,322) (1,500,000) (1,588,200) (1,626,122)

0 0 0 0 0

＜4,714,322＞ ＜4,714,322＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜1,500,000＞ ＜1,588,200＞ ＜1,626,122＞

(1,064,400) (1,064,400) (200,000) (200,000) (664,400)

0 0 0 0 0

＜1,064,400＞ ＜1,064,400＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜664,400＞

(190,036) (190,036) (31,418) (101,359) (57,259)

0 0 0 0 0

＜190,036＞ ＜190,036＞ ＜0＞ ＜31,418＞ ＜101,359＞ ＜57,259＞ ＜0＞

(586,604) (586,604) (66,593) (443,057) (76,954)

0 0 0 0 0

＜586,604＞ ＜586,604＞ ＜0＞ ＜66,593＞ ＜443,057＞ ＜76,954＞ ＜0＞

(5,909,200) (5,909,200) (5,909,200)

0 0 0

＜5,909,200＞ ＜5,909,200＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜5,909,200＞ ＜0＞ ＜0＞

(21,240) (21,240) (21,240)

0 0 0

＜21,240＞ ＜21,240＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜21,240＞ ＜0＞ ＜0＞

(1,682,900) (1,682,900) (209,500) (738,400) (735,000)

547,800 547,800 0 0 547,800

＜2,230,700＞ ＜2,230,700＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜209,500＞ ＜738,400＞ ＜1,282,800＞

(153,838) (153,838) (22,698) (131,140)

285,260 285,260 0 0 285,260

＜439,098＞ ＜439,098＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜22,698＞ ＜131,140＞ ＜285,260＞

市 市 直接 191,690 25 ～ 32

46 D - 9 - 2 朴島地区小規模住宅改良事業（非公共分） 浦戸朴島 市 市 直接 56,015 25 ～ 26

45 D - 6 - 1 東日本大震災特別家賃低減事業
災害公営住宅整
備地区

47 D - 14 - 2
母子沢地区造成宅地滑動崩落緊急対策事
業

母子沢地区 市 市 直接 192,000 24 ～

- 5
藤倉地区被災市街地復興土地区画整理事
業

藤倉地区 市 市 直接 742,136 25 ～

25

48 D - 17 - 4
北浜地区被災市街地復興土地区画整理事
業

北浜地区 市 市 直接 1,663,074 25 ～ 27

市 市 直接 1,214,094 25 ～

27

50 D - 21 - 2 越の浦地区下水道事業 越の浦地区 市 市 直接 3,972,200 25 ～ 27

49 D - 17

27

52 D - 21 - 4 港町二丁目地区下水道事業 港町地区 市 市 直接 4,802,322 25 ～ 27

51 D - 21 - 3 新浜町一丁目地区下水道事業 新浜町地区

53 D - 21 - 5 中の島地区下水道事業 中の島地区 市 市 直接 1,064,400 25 ～

- 4
寒風沢地区防災集団移転促進事業（事業
費）

浦戸寒風沢 市 市 直接 589,880 24 ～

27

54 D - 23 - 3 桂島地区防災集団移転促進事業（事業費） 浦戸桂島 市 市 直接 193,312 24 ～ 27

市 市 直接 21,240 25 ～

27

56 D - 4 - 9 清水沢地区災害公営住宅整備事業 清水沢地区 市 市 直接 5,909,200 25 ～ 26

55 D - 23

26

58 D - 15 - 1 港町地区津波復興拠点整備事業 港町地区 市 市 直接 2,230,700 25 ～ 27

57 D - 13 - 1 がけ地近接等危険住宅移転事業
浦戸桂島地区、
寒風沢地区

59 D - 21 - 6 北浜地区区画整理関連下水道事業（雨水） 北浜地区 市 市 直接 439,098 25 ～ 27

平成25年度～平成37年度



Ｖｏｌ．２

復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月23日 設置の有無： 平成27年2月時点
（単位：千円）

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

基金設置の時期：

交付
団体

全体事業
期間

（注６）

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

備　考（注７）

各年度の交付対象事業費　（注４）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（様式１－２）

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接
事業番号

（注１）

塩竈市

有

(115,950) (115,950) (5,950) (110,000)

333,400 333,400 0 0 333,400

＜449,350＞ ＜449,350＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜5,950＞ ＜110,000＞ ＜333,400＞

(41,784) (41,784) (41,784)

15,921 15,921 0 15,921

＜57,705＞ ＜57,705＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜41,784＞ ＜0＞ ＜15,921＞

(49,736) (49,736) (49,736)

0 0 0

＜49,736＞ ＜49,736＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜49,736＞ ＜0＞ ＜0＞

(361,703) (361,703) (119,739) (241,964)

170,053 170,053 0 0 170,053

＜531,756＞ ＜531,756＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜119,739＞ ＜241,964＞ ＜170,053＞

(84,000) (84,000) (84,000)

0 0 0

＜84,000＞ ＜84,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜84,000＞ ＜0＞

(76,703) (76,703) (76,703)

0 0 0

＜76,703＞ ＜76,703＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜76,703＞ ＜0＞

(41,598) (41,598) (41,598)

0 0 0

＜41,598＞ ＜41,598＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜41,598＞ ＜0＞

(1,586,300) (1,586,300) (1,586,300)

0 0 0

＜1,586,300＞ ＜1,586,300＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜1,586,300＞ ＜0＞

(93,900) (93,900) (32,700) (61,200)

0 0 0 0

＜93,900＞ ＜93,900＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜32,700＞ ＜61,200＞

(39,300) (39,300) (39,300)

0 0 0

＜39,300＞ ＜39,300＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜39,300＞ ＜0＞

(57,024) (57,024) (57,024)

0 0 0

＜57,024＞ ＜57,024＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜57,024＞ ＜0＞

(9,500) (9,500) (9,500)

0 0 0

＜9,500＞ ＜9,500＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜9,500＞ ＜0＞

(15,000) (15,000) (15,000)

0 0 0

＜15,000＞ ＜15,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜15,000＞ ＜0＞

(8,800) (8,800) (8,800)

0 0 0

＜8,800＞ ＜8,800＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜8,800＞ ＜0＞

(16,000) (16,000) (16,000)

0 0 0

＜16,000＞ ＜16,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜16,000＞ ＜0＞

(9,800) (9,800) (9,800)

0 0 0

＜9,800＞ ＜9,800＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜9,800＞ ＜0＞

- 1 - 1 漁業集落復興効果促進事業（県分） 塩竈市 県 県 直接 ～

60 D - 21 - 7 北浜地区区画整理関連下水道事業（汚水） 北浜地区 市 市 直接 449,350 25 ～ 27

市 市 直接 531,756 25 ～

62 ★ F - 4 - 1 - 1 市街地復興効果促進事業（県分） 塩竈市 県 県 直接 ～

61 ☆ F - 3

27

64 ◆ D - 21 - 6 - 1
北浜地区区画整理関連下水道排水効果促
進事業

北浜地区 市 市 直接 84,000 26 ～ 26

63 D - 2 - 1 藤倉地区道路事業（区画整理） 藤倉地区

65 D - 21 - 8
藤倉二丁目地区区画整理関連下水道事業
（雨水）

藤倉地区 市 市 直接 76,703 26 ～

- 10 錦町東地区災害公営住宅整備事業 錦町地区 市 市 直接 1,586,300 26 ～

26

66 D - 21 - 9
藤倉二丁目地区区画整理関連下水道事業
（汚水）

藤倉地区 市 市 直接 41,598 26 ～ 26

市 市 直接 39,300 26 ～

27

68 D - 20 - 2
舟入二号線外４路線避難路整備事業（整備
費）

津波浸水区域 市 市 直接 93,900 26 ～ 27

67 D - 4

26

70 D - 20 - 4
第一小学校周辺地区耐震性貯水槽整備事
業

第一小学校周辺
地区

市 市 直接 57,024 26 ～ 26

69 D - 20 - 3
舟入二号線外４路線避難路整備事業（用地
費）

津波浸水区域

71 D - 20 - 5 津波浸水区域避難誘導サイン整備事業 津波浸水区域 市 市 直接 9,500 26 ～

- 6 - 1
津波浸水区域対象避難所防災備蓄品整備
事業

津波浸水区域 市 市 直接 8,800 26 ～

26

72 D - 20 - 6
津波浸水区域対象避難所備蓄倉庫整備事
業

津波浸水区域 市 市 直接 15,000 26 ～ 26

市 市 直接 9,800 26 ～

26

74 ◆ D - 21 - 2 - 1 越の浦地区下水道事業排水効果促進事業 越の浦地区 市 市 直接 16,000 26 ～ 26

73 ◆ D - 20

2675 ◆ D - 4 - 2 - 2 錦町地区災害公営住宅駐車場整備事業 錦町地区

 D-1-6 新浜町杉の下線道路事業から一部を D-
2-1へ切り出し。



Ｖｏｌ．２

復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月23日 設置の有無： 平成27年2月時点
（単位：千円）

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

基金設置の時期：

交付
団体

全体事業
期間

（注６）

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

備　考（注７）

各年度の交付対象事業費　（注４）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（様式１－２）

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接
事業番号

（注１）

塩竈市

有

(14,700) (14,700) (14,700)

0 0 0

＜14,700＞ ＜14,700＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜14,700＞ ＜0＞

(41,330) (41,330) (41,330)

0 0 0

＜41,330＞ ＜41,330＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜41,330＞ ＜0＞

(0) (0)

782,000 782,000 782,000

＜782,000＞ ＜782,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜782,000＞

(54,109,739) (53,154,228) (393,195) (8,273,758) (25,539,029) (10,791,766) (9,111,991)

7,303,305 7,303,305 0 0 0 0 7,303,305

＜61,413,044＞ ＜60,457,533＞ ＜393,195＞ ＜8,273,758＞ ＜25,539,029＞ ＜10,791,766＞ ＜16,415,296＞

(47,012,153) (46,056,642) (232,875) (7,711,935) (21,724,950) (10,488,402) (6,853,991)

7,287,384 7,287,384 0 0 0 0 7,287,384

＜54,299,537＞ ＜53,344,026＞ ＜232,875＞ ＜7,711,935＞ ＜21,724,950＞ ＜10,488,402＞ ＜14,141,375＞

(7,097,586) (7,097,586) (160,320) (561,823) (3,814,079) (303,364) (2,258,000)

15,921 15,921 0 0 0 0 15,921

＜7,113,507＞ ＜7,113,507＞ ＜160,320＞ ＜561,823＞ ＜3,814,079＞ ＜303,364＞ ＜2,273,921＞

(49,136,713) (48,181,202) (260,195) (7,204,847) (25,081,929) (10,617,136) (5,972,606)

6,783,595 6,783,595 0 0 0 0 6,783,595

＜55,920,308＞ ＜54,964,797＞ ＜260,195＞ ＜7,204,847＞ ＜25,081,929＞ ＜10,617,136＞ ＜12,756,201＞

(568,830) (568,830) (133,000) (170,000) (91,200) (174,630) (0)

0 0 0 0 0 0 0

＜568,830＞ ＜568,830＞ ＜133,000＞ ＜170,000＞ ＜91,200＞ ＜174,630＞ ＜0＞

宮城県

塩竈市

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「総交付対象事業費」は、「交付期間」を通じての全ての事業費を記載する。

（注４）「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。

（注５）「全体事業期間」は、平成28年度以降に実施することが見込まれる事業については、平成28年度以降も含めて記載をする。

（注６）年度間調整又は事業間流用を行った場合には、「備考」に年度間調整又は事業間流用を行った旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する（流用される）事業名も合わせて記載する。

（注７）担当者氏名等は県及び市町村の担当者を並べて記載する。

（注８）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（注９）各年度の交付対象事業費（中段）のうち、様式１－４で提出された年度の値が配分（申請）に係る交付対象事業費となる。

（県）022-211-2314　　（市）022-364-1111 内線333

（県）伊藤 　（市）鈴木

（県）ito-ta529@pref.miyagi.jp 　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

担当者氏名

市町村名 メールアドレス

都道県名 担当部局名

電話番号

（県）総務部　　（市）震災復興推進局復興推進課

（うち効果促進事業等）

　　　　

合　　 計

（ う ち 市 町 村 交 付 分 ）

（ う ち 県 交 付 分 ）

（ う ち 基 幹 事 業 ）

76 ◆ D - 4 - 8 - 1 北浜地区災害公営住宅駐車場整備事業 北浜地区 市 市 直接 14,700 26 ～ 27

77 ◆ D - 4 - 9 - 1
清水沢地区災害公営住宅関連施設整備事
業

清水沢地区 市 市 直接 41,330 26 ～ 27

78 C - 5 - 7 新浜地区漁業集落防災機能強化事業 新浜町地区 市 市 直接 782,000 27 ～ 27



平成２３年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,000) (1,000) (750)

0 0 0

＜1,000＞ ＜1,000＞ ＜750＞

(1,000) (1,000) (750) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜1,000＞ ＜1,000＞ ＜750＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（県）豊村　　（市）鈴木

市町村名 電話番号 （県）022-211-3685 （市）364-1111 内333 （県）toyomura-yu631@pref.miyagi.jp　　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）教育庁　（市）復興推進課

          

 

      

      

   

 

       

    

     

             

         

 

 市  直接 1/2

      

  1    埋蔵文化財発掘調査事業  塩竈市内  市1   A  -   4  -

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２４年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(10,000) (10,000) (7,500)

0 0 0

＜10,000＞ ＜10,000＞ ＜7,500＞

(2,523) (2,523) (1,892)
【他市町村事業と併せて事業費を増額修正】（平成25年9月）

0 0 0
修正額：3,290千円（国費：2,467千円）
修正後交付対象事業費：8,213千円（国費：6,159千円）

＜2,523＞ ＜2,523＞ ＜1,892＞

(12,523) (12,523) (9,392) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜12,523＞ ＜12,523＞ ＜9,392＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

 市  直接 1/2  1    埋蔵文化財発掘調査事業  塩竈市内  市

 A  -   4  -   1

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

1   A  -   4  -

   

   

 直接 1/2

       

   埋蔵文化財発掘調査事業  塩竈市全域  県  県19  

          

      

      

   

  

      

      

    

  

       

市町村名 電話番号 （県）022-211-3685 （市）364-1111 内333 （県）toyomura-yu631@pref.miyagi.jp　　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）教育庁　（市）復興推進課 （県）豊村　　（市）鈴木



平成２５年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,559) (1,559) (1,169)

0 0 0

＜1,559＞ ＜1,559＞ ＜1,169＞

(1,559) (1,559) (1,169) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜1,559＞ ＜1,559＞ ＜1,169＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

 県  直接 1/2  1    埋蔵文化財発掘調査事業  塩竈市全域  県

     

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

19   A  -   4  -

   

   

 

       

       

          

      

      

   

  

      

      

    

  

       

市町村名 電話番号 （県）022-211-3685 （市）364-1111 内333 （県）toyomura-yu631@pref.miyagi.jp　　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）教育庁　（市）復興推進課 （県）豊村　　（市）鈴木



平成２６年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(3,364) (3,364) (2,523)

0 0 0

＜3,364＞ ＜3,364＞ ＜2,523＞

(3,364) (3,364) (2,523) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜3,364＞ ＜3,364＞ ＜2,523＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

  

 

 県  直接 1/2

      

  1    埋蔵文化財発掘調査事業  塩竈市全域  県19   A  -   4

             

           

      

       

     

 

      

      

        

（県）豊村　　（市）鈴木

市町村名 電話番号 （県）022-211-3685 （市）364-1111 内333 （県）toyomura-yu631@pref.miyagi.jp　　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）教育庁　（市）復興推進課



該当なし
平成２７年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

  

 

  

      

          

             

           

      

       

     

 

      

      

        

（県）豊村　　（市）鈴木

市町村名 電話番号 （県）022-211-3685 （市）364-1111 内333 （県）toyomura-yu631@pref.miyagi.jp　　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）教育庁　（市）復興推進課



平成２３年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(70,100) (70,100) (52,575)

0 0 0

＜70,100＞ ＜70,100＞ ＜52,575＞

(21,170) (21,170) (15,877)

0 0 0

＜21,170＞ ＜21,170＞ ＜15,877＞

(41,050) (41,050) (30,787)

0 0 0

＜41,050＞ ＜41,050＞ ＜30,787＞

(132,320) (132,320) (99,239) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜132,320＞ ＜132,320＞ ＜99,239＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

15   C  -   5  -   2

  1  14   C  -   5  -

 -   5  -   3  

 

 市  間接 1/2  桂島地区漁業集落防災機能強化事業  浦戸桂島  県

 間接 1/2  野々島地区漁業集落防災機能強化事業  浦戸野々島  県  市

1/2  寒風沢地区漁業集落防災機能強化事業  浦戸寒風沢

    

 

 

 

 

        

 県  市  間接16   C

  

 

  

      

          

    

           

市町村名 電話番号 （県）022-211-2892 （市）022-364-1111 内333 （県）nosuiseip@pref.miyagi.jp　　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）農林水産部　（市）復興推進課 （県）加藤　　（市）鈴木



平成２４年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(61,000) (61,000) (45,750)

0 0 0

＜61,000＞ ＜61,000＞ ＜45,750＞

(5,500,000) (4,812,500) (3,781,250)

0 0 0

＜5,500,000＞ ＜4,812,500＞ ＜3,781,250＞

(171,400) (171,400) (128,550)

0 0 0

＜171,400＞ ＜171,400＞ ＜128,550＞

(53,250) (53,250) (39,937)

0 0 0

＜53,250＞ ＜53,250＞ ＜39,937＞

(86,650) (86,650) (64,987)

0 0 0

＜86,650＞ ＜86,650＞ ＜64,987＞

(27,000) (27,000) (20,925)

0 0 0

＜27,000＞ ＜27,000＞ ＜20,925＞

(41,000) (41,000) (31,775)

0 0 0

＜41,000＞ ＜41,000＞ ＜31,775＞

(417,844) (417,844) (334,275)

0 0 0

＜417,844＞ ＜417,844＞ ＜334,275＞

(6,358,144) (5,670,644) (4,447,449) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜6,358,144＞ ＜5,670,644＞ ＜4,447,449＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

3   C  -   7  -   2

  1  2   C  -   7  -

 -   5  -   1  

 

 市  直接 1/2  塩竈市魚市場整備事業  魚市場  市

 直接 1/2  塩竈市水産加工業施設整備等支援事業
 新浜地区、中の
島・港町・北浜地

区
 市  市

1/2  桂島地区漁業集落防災機能強化事業  浦戸桂島

 野々島地区漁業集落防災機能強化事業  浦戸野々島  県  市

 -

 間接 5/9

 間接 1/2

1/2

 市

15   C  -   5  -   2   

 県  市  間接14   C

  2  

 

 市  間接

17   C  -   6  -   1

  3    寒風沢地区漁業集落防災機能強化事業  浦戸寒風沢  県16   C  -   5

  野々島地区漁港施設機能強化事業  浦戸野々島  県

 漁業集落復興効果促進事業  塩竈市  市  市  直接 4/5

5/9

31  ☆  F  -   1  -   1  -   1

  寒風沢地区漁港施設機能強化事業  浦戸寒風沢  県  市  間接18   C  -   6  -

市町村名 電話番号 （県）022-211-2892 （市）022-364-1111 内333 （県）nosuiseip@pref.miyagi.jp　　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）農林水産部　（市）復興推進課 （県）加藤　　（市）鈴木



平成２５年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(780,000) (780,000) (585,000)

0 0 0

＜780,000＞ ＜780,000＞ ＜585,000＞

(1,500,000) (1,312,500) (1,031,250)

0 0 0

＜1,500,000＞ ＜1,312,500＞ ＜1,031,250＞

(436,200) (436,200) (327,150)

0 0 0

＜436,200＞ ＜436,200＞ ＜327,150＞

(453,400) (453,400) (340,050)

0 0 0

＜453,400＞ ＜453,400＞ ＜340,050＞

(756,000) (756,000) (567,000)

0 0 0

＜756,000＞ ＜756,000＞ ＜567,000＞

(61,000) (61,000) (47,275)

0 0 0

＜61,000＞ ＜61,000＞ ＜47,275＞

(166,000) (166,000) (128,650)

0 0 0

＜166,000＞ ＜166,000＞ ＜128,650＞

(41,784) (41,784) (33,427)

0 0 0

＜41,784＞ ＜41,784＞ ＜33,427＞

(4,194,384) (4,006,884) (3,059,802) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜4,194,384＞ ＜4,006,884＞ ＜3,059,802＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

3   C  -   7  -   2

  1  2   C  -   7  -

 -   5  -   4  

 

 市  直接 1/2  塩竈市魚市場整備事業  魚市場  市

 直接 1/2  塩竈市水産加工業施設整備等支援事業
 新浜地区、中
の島・港町・北

浜地区
 市  市

1/2 
 桂島地区漁業集落防災機能強化事業（直接補助
分）

 浦戸桂島

 野々島地区漁業集落防災機能強化事業（直接補
助分）

 浦戸野々島  市  市

 -

 直接 5/9

 直接 1/2

1/2

 市

34   C  -   5  -   5   

 市  市  直接33   C

  4  

 

 市  直接

36   C  -   6  -   3

  6   
 寒風沢地区漁業集落防災機能強化事業（直接補
助分）

 浦戸寒風沢  市35   C  -   5

 
 野々島地区漁港施設機能強化事業（直接補助
分）

 浦戸野々島  市

 漁業集落復興効果促進事業（県分）  塩竈市  県  県  直接 4/5

5/9

61  ☆  F  -   3  -   1  -   1

 
 寒風沢地区漁港施設機能強化事業（直接補助
分）

 浦戸寒風沢  市  市  直接37   C  -   6  -

市町村名 電話番号 （県）022-211-2892 （市）022-364-1111 内333 （県）nosuiseip@pref.miyagi.jp　　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）農林水産部　（市）復興推進課 （県）加藤　　（市）鈴木



該当なし
平成２６年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

      

       

     

 

      

      

   

    

 

 

 

 

        

     

 

  

      

          

    

（県）nosuiseip@pref.miyagi.jp　　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）農林水産部　（市）復興推進課 （県）加藤　　（市）鈴木

市町村名 電話番号 （県）022-211-2892 （市）022-364-1111 内333



平成２７年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(392,290) (392,290) (294,217)

0 0 0

＜392,290＞ ＜392,290＞ ＜294,217＞

(0) (0) (0)

353,452 353,452 282,761

＜353,452＞ ＜353,452＞ ＜282,761＞

(0) (0) (0)

513,660 513,660 385,245

＜513,660＞ ＜513,660＞ ＜385,245＞

(0) (0) (0)

471,600 471,600 353,700

＜471,600＞ ＜471,600＞ ＜353,700＞

(0) (0) (0)

15,921 15,921 12,736

＜15,921＞ ＜15,921＞ ＜12,736＞

(0) (0) (0)

782,000 782,000 586,500

＜782,000＞ ＜782,000＞ ＜586,500＞

(392,290) (392,290) (294,217) (0) (0)

2,136,633 2,136,633 1,620,942 0 0

＜2,528,923＞ ＜2,528,923＞ ＜1,915,159＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

31  ☆  F  -   1  -   1

  1  2   C  -   7  -

 -   5  -   4  

 -

 市  直接 1/2  塩竈市魚市場整備事業  魚市場  市

 直接 4/5  1  漁業集落復興効果促進事業  塩竈市  市  市

1/2 
 桂島地区漁業集落防災機能強化事業（直接補助
分）

 浦戸桂島

 野々島地区漁業集落防災機能強化事業（直接補
助分）

 浦戸野々島  市  市

 -

 直接 1/2

 直接 1/2

4/5

 市

34   C  -   5  -   5   

 市  市  直接33   C

  

 

 県  直接

78   C  -   5  -   7

  1  -   1  漁業集落復興効果促進事業（県分）  塩竈市  県61  ☆  F  -   3

  新浜地区漁業集落防災機能強化事業  新浜町地区  市

           

（県）nosuiseip@pref.miyagi.jp　　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）農林水産部　（市）復興推進課 （県）加藤　　（市）鈴木

市町村名 電話番号 （県）022-211-2892 （市）022-364-1111 内333



平成２３年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(4,950) (4,950) (3,712)

0 0 0

＜4,950＞ ＜4,950＞ ＜3,712＞

(24,237) (24,237) (18,177)

0 0 0

＜24,237＞ ＜24,237＞ ＜18,177＞

(11,652) (11,652) (8,739)

0 0 0

＜11,652＞ ＜11,652＞ ＜8,739＞

(10,720) (10,720) (8,040)

0 0 0

＜10,720＞ ＜10,720＞ ＜8,040＞

(47,316) (47,316) (35,487)

0 0 0

＜47,316＞ ＜47,316＞ ＜35,487＞

(133,000) (133,000) (106,400)

0 0 0

＜133,000＞ ＜133,000＞ ＜106,400＞

(20,000) (20,000) (15,500)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜15,500＞

(8,000) (8,000) (6,200)

0 0 0

＜8,000＞ ＜8,000＞ ＜6,200＞

(259,875) (259,875) (202,255) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜259,875＞ ＜259,875＞ ＜202,255＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

9   D  -   17  -   1

  1  6   D  -   9  -

 -   17  -   2  

 

 市  直接 1/2  朴島地区小規模住宅改良事業  浦戸朴島  市

 直接 1/2  港町地区都市再生事業計画案作成事業  港町地区  市  市

1/2  北浜地区都市再生事業計画案作成事業  北浜地区

 藤倉地区都市再生事業計画案作成事業  藤倉地区  市  市

 -

 直接 4/5

 直接 1/2

1/2

 市

11   D  -   17  -   3   

 市  市  直接10   D

  1  

 -

 市  直接

13  ◆  D  -   21  -   1

  1    復興まちづくり総合支援事業  津波浸水区域  市12   D  -   20

  1  津波浸水地区下水道整備調査事業
 新浜町地区、
港町地区、中

の島地区
 市

 道路事業（市街地相互の接続道路）  築港大通線  県  県  直接 5/9

5/9

21   D  -   1  -   2   

  道路事業（市街地相互の接続道路）
 八幡築港線

(2)
 県  県  直接20   D  -   1  -

市町村名 電話番号 （県）022-211-3136  （市）022-364-1111 内333 （県）tosiket@pref.miyagi.jp　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）土木部都市計画課　（市）復興推進課 （県）岩渕　　（市）鈴木



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(20,100) (20,100) (15,075)

0 0 0

＜20,100＞ ＜20,100＞ ＜15,075＞

(304,000) (304,000) (228,000)

0 0 0

＜304,000＞ ＜304,000＞ ＜228,000＞

(8,000) (6,400) (4,800)

0 0 0

＜8,000＞ ＜6,400＞ ＜4,800＞

(100,884) (100,884) (75,663)

0 0 0

＜100,884＞ ＜100,884＞ ＜75,663＞

(66,124) (66,124) (49,593)

0 0 0

＜66,124＞ ＜66,124＞ ＜49,593＞

(99,247) (99,247) (74,435)

0 0 0

＜99,247＞ ＜99,247＞ ＜74,435＞

(40,998) (40,998) (30,748)

0 0 0

＜40,998＞ ＜40,998＞ ＜30,748＞

(170,000) (170,000) (136,000)

0 0 0

＜170,000＞ ＜170,000＞ ＜136,000＞

(80,000) (80,000) (62,000)

0 0 0

＜80,000＞ ＜80,000＞ ＜62,000＞

(100,000) (100,000) (77,500)

0 0 0

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜77,500＞

(72,000) (72,000) (54,000)

0 0 0

＜72,000＞ ＜72,000＞ ＜54,000＞

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

7   D  -   14  -   1

  1  6   D  -   9  -

 -   16  -   1  

 

 市  直接 1/2  朴島地区小規模住宅改良事業  浦戸朴島  市

 直接 1/2  塩竈市造成宅地滑動崩落緊急対策事業
 藤倉地区、青
葉ヶ丘地区

 市  市

2/5  海岸通地区震災復興市街地再開発事業  海岸通地区

 港町地区都市再生事業計画案作成事業  港町地区  市  市

 -

 直接 1/2

 直接 1/2

1/2

 市

9   D  -   17  -   1   

 市  組合  直接8   D

  1  

 

 市  直接

11   D  -   17  -   3

  2    北浜地区都市再生事業計画案作成事業  北浜地区  市10   D  -   17

  藤倉地区都市再生事業計画案作成事業  藤倉地区  市

 津波浸水地区下水道整備調査事業
 新浜町地区、
港町地区、中

の島地区
 市  市  直接 4/5

1/2

13  ◆  D  -   21  -   1  -   1

  復興まちづくり総合支援事業  津波浸水区域  市  市  直接12   D  -   20  -

21   D  -   1  -   2

  1  20   D  -   1  -

 -   21  -   1  

 

 県  直接 5/9  道路事業（市街地相互の接続道路）
 八幡築港線

(2)
 県

 直接 5/9  道路事業（市街地相互の接続道路）  築港大通線  県  県

1/2  藤倉二丁目地区下水道事業
 藤倉二丁目地

区
 市  市  直接26   D

【他事業へ流用】（平成25年2月22日）
流用先：D-17-2 北浜地区都市再生事業計画案作成事業
流用額：18,060千円（国費：13,545千円）
流用後交付対象事業費：107,061千円（国費：80,295千円）

【他事業より流用】（平成25年2月22日）
流用元：D-17-1 港町地区都市再生事業計画案作成事業
流用額：18,060千円（国費：13,545千円）
流用後交付対象事業費：95,836千円（国費：71,877千円）



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(14,200) (14,200) (11,005)

0 0 0

＜14,200＞ ＜14,200＞ ＜11,005＞

(26,660) (26,660) (20,661)

0 0 0

＜26,660＞ ＜26,660＞ ＜20,661＞

(22,400) (22,400) (16,800)

0 0 0

＜22,400＞ ＜22,400＞ ＜16,800＞

(7,400) (7,400) (5,550)

0 0 0

＜7,400＞ ＜7,400＞ ＜5,550＞

(481,067) (481,067) (384,853)

0 0 0

＜481,067＞ ＜481,067＞ ＜384,853＞

(192,000) (192,000) (144,000)

0 0 0

＜192,000＞ ＜192,000＞ ＜144,000＞

(31,418) (31,418) (27,490)

0 0 0

＜31,418＞ ＜31,418＞ ＜27,490＞

(66,593) (66,593) (58,268)

0 0 0

＜66,593＞ ＜66,593＞ ＜58,268＞

(1,903,091) (1,901,491) (1,476,441) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜1,903,091＞ ＜1,901,491＞ ＜1,476,441＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

 伊保石二号線道路事業  伊保石地区  市  市

 -

 直接 1/2

 直接 5/9

5/9

 市

27   D  -   1  -   3   

  2  

 

 市  直接

29   D  -   23  -   1

  4    西塩竈駅東口線道路事業  錦町地区  市28   D  -   1

 
 桂島地区防災集団移転促進事業（事業計画策定
費）

 浦戸桂島  市

 市街地復興効果促進事業  塩竈市  市  市  直接 4/5

1/2

32  ★  F  -   2  -   1  -   1

 
 寒風沢地区防災集団移転促進事業（事業計画策
定費）

 浦戸寒風沢  市  市  直接30   D  -   23  -

54   D  -   23  -   3

  2  47   D  -   14  -

 -   23  -   4  

 

 市  直接 1/2  母子沢地区造成宅地滑動崩落緊急対策事業  母子沢地区  市

 直接 3/4  桂島地区防災集団移転促進事業（事業費）  浦戸桂島  市  市

3/4  寒風沢地区防災集団移転促進事業（事業費）  浦戸寒風沢  市  市  直接55   D

【他事業へ流用】（平成25年2月22日）
流用先：D-23-2 寒風沢地区防災集団移転促進事業（事業
計画策定費）
流用額：2,178千円（国費1,634千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：20,222千円（国費15,166千円）

【他事業より流用】（平成25年2月22日）
流用元 ：D-23-1桂島地区防災集団移転促進事業（事業計
画策定費）
流用額：［H24］2,178千円（国費1,634千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：9,578千円（国費7,184千円）

市町村名 電話番号 （県）022-211-3136  （市）022-364-1111 内333 （県）tosiket@pref.miyagi.jp　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）土木部都市計画課　（市）復興推進課 （県）岩渕　　（市）鈴木



平成２５年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,393,100) (1,393,100) (1,218,962)

0 0 0

＜1,393,100＞ ＜1,393,100＞ ＜1,218,962＞

(1,183,000) (1,183,000) (1,035,125)

0 0 0

＜1,183,000＞ ＜1,183,000＞ ＜1,035,125＞

(44,372) (44,372) (33,279)

0 0 0

＜44,372＞ ＜44,372＞ ＜33,279＞

(92,000) (73,600) (55,200)

0 0 0

＜92,000＞ ＜73,600＞ ＜55,200＞

(28,000) (28,000) (21,000)

0 0 0

＜28,000＞ ＜28,000＞ ＜21,000＞

(3,529,000) (3,529,000) (2,734,975)

0 0 0

＜3,529,000＞ ＜3,529,000＞ ＜2,734,975＞

(192,000) (192,000) (148,800)

0 0 0

＜192,000＞ ＜192,000＞ ＜148,800＞

(391,700) (391,700) (342,737)

0 0 0

＜391,700＞ ＜391,700＞ ＜342,737＞

(584,800) (584,800) (511,700)

0 0 0

＜584,800＞ ＜584,800＞ ＜511,700＞

(377,400) (377,400) (330,225)

0 0 0

＜377,400＞ ＜377,400＞ ＜330,225＞

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

5   D  -    4  -   2

  1  4   D  -    4  -

 -    9  -   1  

 

6   D

 市  直接 3/4  伊保石地区災害公営住宅整備事業  伊保石地区  市

 直接 3/4  錦町地区災害公営住宅整備事業  錦町地区  市  市

1/2  朴島地区小規模住宅改良事業  浦戸朴島

 海岸通地区震災復興市街地再開発事業  海岸通地区  市  組合

 -

 市  市  直接

 直接 5/9

 直接 2/5

1/2

 県

8   D  -    16  -   1   

 道路事業（市街地相互の接続道路）
 八幡築港線

(2)
 県

  2  

 

 市  直接

20   D  -    1  -   1

  1    復興まちづくり総合支援事業  津波浸水区域  市12   D  -    20

 

 石堂地区災害公営住宅整備事業  石堂地区  市  市  直接 3/4

5/9

22   D  -    4  -   3   

  道路事業（市街地相互の接続道路）  築港大通線  県  県  直接21   D  -    1  -

24   D  -    4  -   5

  4  23   D  -    4  -

 

 市  直接 3/4  桂島地区災害公営住宅整備事業  浦戸桂島地区  市

 直接 3/4  野々島地区災害公営住宅整備事業
 浦戸野々島地

区
 市  市

【他事業へ流用】（平成26年9月29日）
流用先：D-4-2 錦町地区災害公営住宅整備事業
流用額：35,820千円（国費：31,342千円）
流用後交付対象事業費：1,357,280千円（国費：1,187,620千
円）

【他事業から流用】（平成26年9月29日）
流用元：D-4-1 伊保石地区災害公営住宅整備事業
流用額：35,820千円（国費：31,342千円）
流用元：D-4-3 石堂地区災害公営住宅整備事業
流用額：391,700千円（国費342,737千円）
流用後交付対象事業費：1,610,520千円（国費：1,409,204千
円）

【他事業へ流用】（平成26年9月29日）
流用先：D-4-2 錦町地区災害公営住宅整備事業
流用額：391,700千円（国費342,737千円）
流用後交付対象事業費：0千円（国費：0千円）

【他事業へ流用】（平成26年9月29日）
流用先：D-4-5 野々島地区災害公営住宅整備事業
流用額：28,081千円（国費：24,571千円）
流用先：D-4-6 寒風沢地区災害公営住宅整備事業
流用額：20,593千円（国費：18,018千円）
流用先：D-4-7 朴島地区災害公営住宅整備事業
流用額：9,360千円（国費：8,190千円）
流用後交付対象事業費：526,766千円（国費：460,921千円）

【他事業より流用】（平成26年9月29日）
流用元：D-4-4 桂島地区災害公営住宅整備事業
流用額：28,081千円（国費：24,571千円）
流用後交付対象事業費：620,774千円（国費：543,177千円）



平成２５年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(299,710) (299,710) (262,246)

0 0 0

＜299,710＞ ＜299,710＞ ＜262,246＞

(150,377) (150,377) (112,782)

0 0 0

＜150,377＞ ＜150,377＞ ＜112,782＞

(274,380) (274,380) (219,504)

0 0 0

＜274,380＞ ＜274,380＞ ＜219,504＞

(113,100) (113,100) (87,652)

0 0 0

＜113,100＞ ＜113,100＞ ＜87,652＞

(570,038) (570,038) (441,779)

0 0 0

＜570,038＞ ＜570,038＞ ＜441,779＞

(34,600) (34,600) (27,680)

0 0 0

＜34,600＞ ＜34,600＞ ＜27,680＞

(56,600) (56,600) (45,280)

0 0 0

＜56,600＞ ＜56,600＞ ＜45,280＞

(144,600) (144,600) (126,525)

0 0 0

＜144,600＞ ＜144,600＞ ＜126,525＞

(1,582,900) (1,582,900) (1,385,037)

0 0 0

＜1,582,900＞ ＜1,582,900＞ ＜1,385,037＞

(7,278) (3,255) (4,357)

0 4,023 2,011

＜7,278＞ ＜7,278＞ ＜6,368＞

(655) (531) (429)

0 124 62

＜655＞ ＜655＞ ＜491＞

【他事業より流用】（平成26年9月29日）
流用元：D-4-4 桂島地区災害公営住宅整備事業
流用額：9,360千円（国費：8,190千円）
流用後交付対象事業費：215,848千円（国費：188,867千円）

 -    4  -   6  3/4  寒風沢地区災害公営住宅整備事業
 浦戸寒風沢地

区

 藤倉二丁目地区下水道事業
 藤倉二丁目地

区
 市  市

 -

 直接 5/9

 直接 1/2

4/5

 市

26   D  -    21  -   1   

 市  市  直接25   D

  6  

 

 市  直接

38   D  -    1  -   5

  1  -   1  市街地復興効果促進事業  塩竈市  市32  ★  F  -    2

  港町地区復興道路整備事業  港町地区  市

 伊保石地区災害公営住宅関連施設整備事業  伊保石地区  市  市  直接 4/5

5/9

40  ◆  D  -    4  -   1  -   1

  新浜町杉の下線道路事業  藤倉地区  市  市  直接39   D  -    1  -

42   D  -    4  -   7

  2  -41  ◆  D  -    4  -

 -    4  -   8  

 

 市  直接 4/5  1  錦町地区災害公営住宅関連施設整備事業  錦町地区  市

 直接 3/4  朴島地区災害公営住宅整備事業  浦戸朴島  市  市

3/4  北浜地区災害公営住宅整備事業  北浜地区

 災害公営住宅家賃低廉化事業
 災害公営住宅

整備地区
 市  市

 -

 直接 3/4

1/2

44   D  -    5  -   1   

 市  市  直接43   D

 市  直接  1    東日本大震災特別家賃低減事業
 災害公営住宅

整備地区
 市45   D  -    6

【他事業より流用】（平成26年9月29日）
流用元：D-4-4 桂島地区災害公営住宅整備事業
流用額：20,593千円（国費：18,018千円）
流用後交付対象事業費：447,221千円（国費：391,317千円）



平成２５年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(56,015) (56,015) (37,343)

0 0 0

＜56,015＞ ＜56,015＞ ＜37,343＞

(575,616) (575,616) (431,712)

0 0 0

＜575,616＞ ＜575,616＞ ＜431,712＞

(79,366) (79,366) (59,524)

0 0 0

＜79,366＞ ＜79,366＞ ＜59,524＞

(600,000) (600,000) (450,000)

0 0 0

＜600,000＞ ＜600,000＞ ＜450,000＞

(400,000) (400,000) (300,000)

0 0 0

＜400,000＞ ＜400,000＞ ＜300,000＞

(1,500,000) (1,500,000) (1,125,000)

0 0 0

＜1,500,000＞ ＜1,500,000＞ ＜1,125,000＞

(200,000) (200,000) (150,000)

0 0 0

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜150,000＞

(101,359) (101,359) (88,689)

0 0 0

＜101,359＞ ＜101,359＞ ＜88,689＞

(443,057) (443,057) (387,674)

0 0 0

＜443,057＞ ＜443,057＞ ＜387,674＞

(5,909,200) (5,909,200) (5,170,550)

0 0 0

＜5,909,200＞ ＜5,909,200＞ ＜5,170,550＞

(21,240) (21,240) (15,930)

0 0 0

＜21,240＞ ＜21,240＞ ＜15,930＞

 直接 1/3 市

  4  

 46   D  -    9  -   2   朴島地区小規模住宅改良事業（非公共分）  浦戸朴島  市

 藤倉地区被災市街地復興土地区画整理事業  藤倉地区  市  市  直接 1/2

1/2

49   D  -    17  -   5   

  北浜地区被災市街地復興土地区画整理事業  北浜地区  市  市  直接48   D  -    17  -

51   D  -    21  -   3

  2  50   D  -    21  -

 -    21  -   4  

 

 市  直接 1/2  越の浦地区下水道事業  越の浦地区  市

 直接 1/2  新浜町一丁目地区下水道事業  新浜町地区  市  市

1/2  港町二丁目地区下水道事業  港町地区

 中の島地区下水道事業  中の島地区  市  市

 -

 直接 3/4

 直接 1/2

3/4

 市

53   D  -    21  -   5   

 市  市  直接52   D

  9  

 

 市  直接

55   D  -    23  -   4

  3    桂島地区防災集団移転促進事業（事業費）  浦戸桂島  市54   D  -    23

  寒風沢地区防災集団移転促進事業（事業費）  浦戸寒風沢  市

 がけ地近接等危険住宅移転事業
 浦戸桂島地
区、寒風沢地

区
 市  市  直接 1/2

3/4

57   D  -    13  -   1   

  清水沢地区災害公営住宅整備事業  清水沢地区  市  市  直接56   D  -    4  -



平成２５年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(209,500) (209,500) (157,125)

0 0 0

＜209,500＞ ＜209,500＞ ＜157,125＞

(22,698) (22,698) (17,023)

0 0 0

＜22,698＞ ＜22,698＞ ＜17,023＞

(5,950) (5,950) (4,462)

0 0 0

＜5,950＞ ＜5,950＞ ＜4,462＞

(49,736) (49,736) (39,788)

0 0 0

＜49,736＞ ＜49,736＞ ＜39,788＞

(119,739) (119,739) (92,797)

0 0 0
＜119,739＞ ＜119,739＞ ＜92,797＞
(21,343,086) (21,320,539) (17,672,891) (0) (0)

0 4,147 2,073 0 0

＜21,343,086＞ ＜21,324,686＞ ＜17,674,964＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

59   D  -    21  -   6

  1  58   D  -    15  -

 -    21  -   7  

 

 市  直接 1/2  港町地区津波復興拠点整備事業  港町地区  市

 直接 1/2  北浜地区区画整理関連下水道事業（雨水）  北浜地区  市  市

1/2  北浜地区区画整理関連下水道事業（汚水）  北浜地区

 市街地復興効果促進事業（県分）  塩竈市  県  県

 -

 直接 4/5

5/9

62  ★  F  -    4  -   1  -   1

 市  市  直接60   D

 市  直接  1    藤倉地区道路事業（区画整理）  藤倉地区  市63   D  -    2

市町村名 電話番号 （県）022-211-3136  （市）022-364-1111 内333 （県）tosiket@pref.miyagi.jp　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）土木部都市計画課　（市）復興推進課 （県）岩渕　　（市）鈴木



平成２６年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(68,789) (68,789) (51,591)

0 0 0

＜68,789＞ ＜68,789＞ ＜51,591＞

(302,553) (242,042) (181,531)

0 0 0

＜302,553＞ ＜242,042＞ ＜181,531＞

(20,000) (20,000) (15,000)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜15,000＞

(300,000) (300,000) (232,500)

0 0 0

＜300,000＞ ＜300,000＞ ＜232,500＞

(215,293) (215,293) (188,381)

0 0 0

＜215,293＞ ＜215,293＞ ＜188,381＞

(126,918) (126,918) (111,053)

0 0 0

＜126,918＞ ＜126,918＞ ＜111,053＞

(362,000) (362,000) (271,500)

0 0 0

＜362,000＞ ＜362,000＞ ＜271,500＞

(350,900) (350,900) (271,947)

0 0 0

＜350,900＞ ＜350,900＞ ＜271,947＞

(564,253) (564,253) (437,296)

0 0 0

＜564,253＞ ＜564,253＞ ＜437,296＞

(61,888) (61,888) (54,152)

0 0 0

＜61,888＞ ＜61,888＞ ＜54,152＞

(291,800) (291,800) (255,325)

0 0 0

＜291,800＞ ＜291,800＞ ＜255,325＞

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

8   D  -  16  -   1

  1  6   D  -   9  -

 -  20  -   1  

 

 市  直接 1/2  朴島地区小規模住宅改良事業  浦戸朴島  市

 直接 2/5  海岸通地区震災復興市街地再開発事業  海岸通地区  市  組合

1/2  復興まちづくり総合支援事業  津波浸水区域

 道路事業（市街地相互の接続道路）  築港大通線  県  県

 -

 直接 3/4

 直接 5/9

3/4

 市

21   D  -   1  -   2   

 市  市  直接12   D

  1  

 

 市  直接

25   D  -   4  -   6

  5    野々島地区災害公営住宅整備事業
 浦戸野々島地

区
 市24   D  -   4

  寒風沢地区災害公営住宅整備事業
 浦戸寒風沢地

区
 市

 港町地区復興道路整備事業  港町地区  市  市  直接 5/9

1/2

38   D  -   1  -   5   

  藤倉二丁目地区下水道事業
 藤倉二丁目地

区
 市  市  直接26   D  -  21  -

42   D  -   4  -   7

  6  39   D  -   1  -

 -   4  -   8  

 

 市  直接 5/9  新浜町杉の下線道路事業  藤倉地区  市

 直接 3/4  朴島地区災害公営住宅整備事業  浦戸朴島  市  市

3/4  北浜地区災害公営住宅整備事業  北浜地区  市  市  直接43   D



平成２６年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(96,620) (96,620) (84,542)

0 0 0

＜96,620＞ ＜96,620＞ ＜84,542＞

(6,376) (6,376) (4,782)

0 0 0

＜6,376＞ ＜6,376＞ ＜4,782＞

(984,508) (984,508) (738,380)

0 0 0

＜984,508＞ ＜984,508＞ ＜738,380＞

(561,832) (561,832) (421,373)

0 0 0

＜561,832＞ ＜561,832＞ ＜421,373＞

(698,000) (698,000) (523,500)

0 0 0

＜698,000＞ ＜698,000＞ ＜523,500＞

(600,000) (600,000) (450,000)

0 0 0

＜600,000＞ ＜600,000＞ ＜450,000＞

(1,588,200) (1,588,200) (1,191,150)

0 0 0

＜1,588,200＞ ＜1,588,200＞ ＜1,191,150＞

(200,000) (200,000) (150,000)

0 0 0

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜150,000＞

(57,259) (57,259) (50,101)

0 0 0

＜57,259＞ ＜57,259＞ ＜50,101＞

(76,954) (76,954) (67,334)

0 0 0

＜76,954＞ ＜76,954＞ ＜67,334＞

(738,400) (738,400) (553,800)

0 0 0

＜738,400＞ ＜738,400＞ ＜553,800＞

 災害公営住宅家賃低廉化事業
 災害公営住宅

整備地区
 市  市

 -

 直接 1/2

 直接 3/4

1/2

 市

44   D  -   5  -   1   

  5  

 

 市  直接

48   D  -  17  -   4

  1    東日本大震災特別家賃低減事業
 災害公営住宅

整備地区
 市45   D  -   6

  北浜地区被災市街地復興土地区画整理事業  北浜地区  市

 越の浦地区下水道事業  越の浦地区  市  市  直接 1/2

1/2

50   D  -  21  -   2   

  藤倉地区被災市街地復興土地区画整理事業  藤倉地区  市  市  直接49   D  -  17  -

52   D  -  21  -   4

  3  51   D  -  21  -

 -  21  -   5  

 

 市  直接 1/2  新浜町一丁目地区下水道事業  新浜町地区  市

 直接 1/2  港町二丁目地区下水道事業  港町地区  市  市

1/2  中の島地区下水道事業  中の島地区

 桂島地区防災集団移転促進事業（事業費）  浦戸桂島  市  市

 -

 直接 1/2

 直接 3/4

3/4

 市

54   D  -  23  -   3   

 市  市  直接53   D

 

 市  直接

58   D  -  15  -   1

  4    寒風沢地区防災集団移転促進事業（事業費）  浦戸寒風沢  市55   D  -  23

  港町地区津波復興拠点整備事業  港町地区  市



平成２６年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(131,140) (131,140) (98,355)

0 0 0

＜131,140＞ ＜131,140＞ ＜98,355＞

(110,000) (110,000) (82,500)

0 0 0

＜110,000＞ ＜110,000＞ ＜82,500＞

(241,964) (241,964) (187,521)

0 0 0

＜241,964＞ ＜241,964＞ ＜187,521＞

(84,000) (84,000) (67,200)

0 0 0

＜84,000＞ ＜84,000＞ ＜67,200＞

(76,703) (76,703) (57,527)

0 0 0

＜76,703＞ ＜76,703＞ ＜57,527＞

(41,598) (41,598) (31,198)

0 0 0

＜41,598＞ ＜41,598＞ ＜31,198＞

(1,586,300) (1,586,300) (1,388,012)

0 0 0

＜1,586,300＞ ＜1,586,300＞ ＜1,388,012＞

(32,700) (32,700) (24,525)

0 0 0

＜32,700＞ ＜32,700＞ ＜24,525＞

(39,300) (39,300) (26,200)

0 0 0

＜39,300＞ ＜39,300＞ ＜26,200＞

(57,024) (57,024) (42,768)

0 0 0

＜57,024＞ ＜57,024＞ ＜42,768＞

(9,500) (9,500) (7,125)

0 0 0

＜9,500＞ ＜9,500＞ ＜7,125＞

  6  

 北浜地区区画整理関連下水道事業（汚水）  北浜地区  市  市  直接 1/2

1/2

60   D  -  21  -    7   

  北浜地区区画整理関連下水道事業（雨水）  北浜地区  市  市  直接59   D  -  21  -

64  ◆  D  -  21  -   6

   1  63   D  -   2  -

 -  21  -   8  

 -

 市  直接 5/9  藤倉地区道路事業（区画整理）  藤倉地区  市

 直接 4/5  1
 北浜地区区画整理関連下水道排水効果促進事
業

 北浜地区  市  市

1/2 
 藤倉二丁目地区区画整理関連下水道事業（雨
水）

 藤倉地区

 藤倉二丁目地区区画整理関連下水道事業（汚
水）

 藤倉地区  市  市

 -

 直接 1/2

 直接 1/2

3/4

 市

66   D  -  21  -   9   

 市  市  直接65   D

  3  

 

 市  直接

68   D  -  20  -   2

 10    錦町東地区災害公営住宅整備事業  錦町地区  市67   D  -   4

  舟入二号線外４路線避難路整備事業（整備費）  津波浸水区域  市

 第一小学校周辺地区耐震性貯水槽整備事業
 第一小学校周

辺地区
 市  市  直接 1/2

1/3

70   D  -  20  -   4   

  舟入二号線外４路線避難路整備事業（用地費）  津波浸水区域  市  市  直接69   D  -  20  -

  5  71   D  -  20  -  市  直接 1/2  津波浸水区域避難誘導サイン整備事業  津波浸水区域  市



平成２６年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(15,000) (15,000) (11,250)

0 0 0

＜15,000＞ ＜15,000＞ ＜11,250＞

(8,800) (8,800) (7,040)

0 0 0

＜8,800＞ ＜8,800＞ ＜7,040＞

(16,000) (16,000) (12,800)

0 0 0

＜16,000＞ ＜16,000＞ ＜12,800＞

(9,800) (9,800) (7,840)

0 0 0

＜9,800＞ ＜9,800＞ ＜7,840＞

(14,700) (14,700) (11,760)

0 0 0

＜14,700＞ ＜14,700＞ ＜11,760＞

(41,330) (41,330) (33,064)

0 0 0

＜41,330＞ ＜41,330＞ ＜33,064＞

(10,788,402) (10,727,891) (8,401,923) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜10,788,402＞ ＜10,727,891＞ ＜8,401,923＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

72   D  -  20  -   6

 -  20  -   6  -

  直接 1/2  津波浸水区域対象避難所備蓄倉庫整備事業  津波浸水区域  市  市

4/5  1  津波浸水区域対象避難所防災備蓄品整備事業  津波浸水区域

 越の浦地区下水道事業排水効果促進事業  越の浦地区  市  市

 -

 直接 4/5

 直接 4/5

4/5

 市

74  ◆  D  -  21  -   2  -   1

 市  市  直接73  ◆  D

  9  -

 -

 市  直接

76  ◆  D  -   4  -   8

  2  -   2  錦町地区災害公営住宅駐車場整備事業  錦町地区  市75  ◆  D  -   4

  1  北浜地区災害公営住宅駐車場整備事業  北浜地区  市

4/5  1  清水沢地区災害公営住宅関連施設整備事業  清水沢地区  市  市  直接77  ◆  D  -   4  -

（県）岩渕　　（市）鈴木

市町村名 電話番号 （県）022-211-3136　（市）022-364-1111　内線333 （県）tosiket@pref.miyagi.jp　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）土木部都市計画課　（市）復興推進課



平成２７年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(21,500) (21,500) (16,125)

0 0 0

＜21,500＞ ＜21,500＞ ＜16,125＞

(2,164,000) (2,164,000) (1,677,100)

0 0 0

＜2,164,000＞ ＜2,164,000＞ ＜1,677,100＞

(94,000) (94,000) (72,850)

0 0 0

＜94,000＞ ＜94,000＞ ＜72,850＞

(0) (0) (0)

581,623 581,623 436,217

＜581,623＞ ＜581,623＞ ＜436,217＞

(3,139,385) (3,139,385) (2,511,507)

150,337 150,337 120,269

＜3,289,722＞ ＜3,289,722＞ ＜2,631,776＞

(0) (0) (0)

132,688 132,688 102,833

＜132,688＞ ＜132,688＞ ＜102,833＞

(0) (0) (0)

78,551 78,551 68,732

＜78,551＞ ＜78,551＞ ＜68,732＞

(0) (0) (0)

8,872 8,872 6,654

＜8,872＞ ＜8,872＞ ＜6,654＞

(0) (0) (0)

102,950 102,950 77,212

＜102,950＞ ＜102,950＞ ＜77,212＞

(0) (0) (0)

100,938 100,938 75,703

＜100,938＞ ＜100,938＞ ＜75,703＞

(0) (0) (0)

2,674,200 2,674,200 2,005,650

＜2,674,200＞ ＜2,674,200＞ ＜2,005,650＞

(214,094) (214,094) (160,570)

0 0 0

＜214,094＞ ＜214,094＞ ＜160,570＞

(1,626,122) (1,626,122) (1,219,591)

0 0 0

＜1,626,122＞ ＜1,626,122＞ ＜1,219,591＞

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

20   D  -   1  -   1

  1  12   D  -  20  -

 -   1  -   2  

 

 市  直接 1/2  復興まちづくり総合支援事業  津波浸水区域  市

 直接 5/9  道路事業（市街地相互の接続道路）
 八幡築港線

(2)
 県  県

5/9  道路事業（市街地相互の接続道路）  築港大通線

 藤倉二丁目地区下水道事業
 藤倉二丁目地

区
 市  市

 -

 直接 5/9

 直接 1/2

4/5

 市

26   D  -  21  -   1   

 県  県  直接21   D

  1  

 

 市  直接

39   D  -   1  -   6

  1  -   1  市街地復興効果促進事業  塩竈市  市32  ★  F  -   2

  新浜町杉の下線道路事業  藤倉地区  市

 東日本大震災特別家賃低減事業
 災害公営住宅

整備地区
 市  市  直接 1/2

3/4

45   D  -   6  -   1   

  災害公営住宅家賃低廉化事業
 災害公営住宅

整備地区
 市  市  直接44   D  -   5  -

49   D  -  17  -   5

  4  48   D  -  17  -

 -  21  -   2  

 

 市  直接 1/2  北浜地区被災市街地復興土地区画整理事業  北浜地区  市

 直接 1/2  藤倉地区被災市街地復興土地区画整理事業  藤倉地区  市  市

1/2  越の浦地区下水道事業  越の浦地区

 新浜町一丁目地区下水道事業  新浜町地区  市  市

 -

 直接 1/2

1/2

51   D  -  21  -   3   

 市  市  直接50   D

 市  直接  4    港町二丁目地区下水道事業  港町地区  市52   D  -  21



平成２７年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

塩竈市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年2月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(664,400) (664,400) (498,300)

0 0 0

＜664,400＞ ＜664,400＞ ＜498,300＞

(735,000) (735,000) (551,250)

547,800 547,800 410,850

＜1,282,800＞ ＜1,282,800＞ ＜962,100＞

(0) (0) (0)

285,260 285,260 213,945

＜285,260＞ ＜285,260＞ ＜213,945＞

(0) (0) (0)

333,400 333,400 250,050

＜333,400＞ ＜333,400＞ ＜250,050＞

(0) (0) (0)

170,053 170,053 131,791

＜170,053＞ ＜170,053＞ ＜131,791＞

(61,200) (61,200) (45,900)

0 0 0

＜61,200＞ ＜61,200＞ ＜45,900＞

(8,719,701) (8,719,701) (6,753,193) (0) (0)

5,166,672 5,166,672 3,899,906 0 0

＜13,886,373＞ ＜13,886,373＞ ＜10,653,099＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

塩竈市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

 直接 1/2 市

  1  

 53   D  -  21  -   5   中の島地区下水道事業  中の島地区  市

 北浜地区区画整理関連下水道事業（雨水）  北浜地区  市  市  直接 1/2

1/2

59   D  -  21  -   6   

  港町地区津波復興拠点整備事業  港町地区  市  市  直接58   D  -  15  -

63   D  -   2  -   1

  7  60   D  -  21  -

 -  20  -   2  

 

 市  直接 1/2  北浜地区区画整理関連下水道事業（汚水）  北浜地区  市

 直接 5/9  藤倉地区道路事業（区画整理）  藤倉地区  市  市

1/2  舟入二号線外４路線避難路整備事業（整備費）  津波浸水区域  市  市  直接68   D

（県）岩渕　　（市）鈴木

市町村名 電話番号 （県）022-211-3136  （市）022-364-1111 内333 （県）tosiket@pref.miyagi.jp　（市）fukkou@city.shiogama.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 （県）土木部都市計画課　（市）復興推進課


